
 

平成２８事業年度財務諸表等の公表について 

 
 
 本学の平成２８事業年度財務諸表につきましては、平成２９年８月３１日付けで

文部科学大臣より承認されましたので、国立大学法人法第３５条及び準用独立行政

法人通則法第３８条第３項に基づき関係書類とともに公表します。 

 

本学は、社会の変化を先取りする技学を創成し、未来社会で持続的に貢献する実

践的・創造的能力と奉仕の志を備えた指導的技術者を養成する、大学院に重点を置

いたグローバル社会に不可欠な大学を目指しています。 

昭和５１年に、実践的な技術の開発を主眼とした教育研究を行う大学院に重点を

置いた工学系の大学として、高等専門学校卒業生を主たる入学者とする等、新構想

のもとに設置され、平成２８年１０月１日をもって開学４０周年を迎えました。 

平成２８年１０月７日には、長岡技術科学大学開学４０周年記念式典を挙行し、

文科省関係者、地元国会議員、新潟県議会議員、長岡市議会議員、地元・地域、企

業、高専、大学の各関係者、本学名誉教授をはじめとした元教職員、同窓会など約

２７０名にご臨席いただきました。  

第３期中期目標期間の初年度である平成２８年度においては、学長のリーダーシ

ップの下で、本学の機能強化構想として４つの戦略を掲げ、「日本のものづくり地域

および世界の次世代戦略地域の活性化、発展を牽引し、技学に基づく産業創造リー

ダー育成教育を自律的に持続発展させる大学」を目指し、大学全体が一丸となり業

務を推進いたしました。 

 

関係各位におかれましては、本学の様々な教育研究活動に対して、ご寄附や受託・

共同研究等により、多大なご支援をいただき、深く感謝申し上げます。今後とも、

本学の教育研究活動の更なる充実と発展を図る所存ですので、ご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 

 

 

平成２９年９月 

 

                   国立大学法人長岡技術科学大学長 

                               東  信 彦 

 

 

 



財務諸表等の構成

　国立大学法人は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に従って会計を行い、国民
に対してその財政状態及び運営状況を明らかにするため、財務諸表を作成することとされています。

説明する附属明細書、決算報告書、事業報告書の作成、添付が義務づけられています。

（単位：千円） （単位：千円）

※（）内の金額は内数

※上記は、平成28事業年度の財務諸表を表しています。なお、この資料上の計数は、端数を切り捨てていますので、合計が合わない箇所があります。

<経常収益>
7,126,444

当期総利益
131,919

現金預金
期末残高
969,426

財務諸表は、①貸借対照表、②損益計算書、③キャッシュフロー計算書、④利益の処分又は損失の
処理に関する書類、⑤国立大学法人等業務実施コスト計算書から構成されており、また、これらを補足

財務諸表　 決算報告書等

<支出>
7,397,699

現金預金
期首残高
1,535,150

<資産>
18,853,951

<負債>
5,063,943

(定期預金）
(33,933)

当期未処分
利益
131,919

前中期目標
期間繰越積
立金取崩額
89,239

臨時利益
19

<業務費用>
7,083,784

(自己収入)
(2,655,879)

(現金預金)
1,003,360

(当期未処分
利益）
(131,919)

臨時損失
109,302

<経常費用>
6,974,481

平成２８事業年度決算について（案）

<支出>
6,512,481

<収入>
6,831,937

国立大学法
人等業務実
施コスト
5,181,887

<純資産>
13,790,008

<その他>
753,982

目的積立金
131,919

収入－支出
（予算決算上
の現金残高）
423,813

自己収入等
2,655,879

<収入>
6,936,294

キャッシュ・フロー計算書 貸借対照表 損益計算書
国立大学法人等

業務実施コスト計算書
利益の処分又は損失の処

分に関する書類（案）
決算報告書

（会計期間における活動区分別資金の流れ） （期末における財政状態） （会計期間における運営状態） （納税者である国民の負担となるコスト） （未処分利益の処分又は総損失の処理内容） （国の会計基準予算・決算に準拠）

<8,367,111>

[借方]

<8,367,111>

[貸方]
<18,853,951>

[借方]

<18,853,951>

[貸方]

<7,215,703>

[借方]

<7,215,703>

[貸方]

<7,837,766>

[借方]
<7,837,766>

[貸方]

<131,919>

[借方]
<131,919>

[貸方]
<6,936,294> <6,936,294>

附属明細書
（他の書類の内容を

補足）

事業報告書
（大学の事業を、財務的

な面から説明）

その他の内訳は下記の通り

・損益外減価償却等相当額

・損益外減損損失等相当額

・損益外利息費用相当額

・損益外除売却差額相当額

・引当外賞与増加見積額

・引当外退職給付増加見積額

・機会費用



（単位：千円）

費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，０８３，７８４（△３３７，２７３）

有価証券 ４０，１０７　　（△１８３，１６６）

　業務上の余裕金により資金運用していた兵庫県公債（220,000千円、2年）の満期償還による減や
大阪府公債の投資有価証券からの振替（１年以内に満期到来、40,107千円）により、全体で
183,166千円減少しました。

教育経費 １，１５１，６５２　　（△９４，５６２）

　退職者の減少による退職手当支給額の減少（△142,425千円）や教員に係る採用計画の変更による
減少等により、全体で152,549千円減少しました。

一般管理費 ３８５，１２７　　（△１２，１７０）

　経費節減に努めたこと等により、全体で12,170千円減少しました。

収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，１２６，４６４　（△５２７，４７１）

運営費交付金収益 ３，４７２，２９２　　（△２７８，４０７）

　特殊要因運営費交付金（退職手当、移転費、建物新営費）の減少（△258,523千円）等により、全体
で278,407千円減少しました。

　社債の購入（425,861千円）等により、383,417千円増加しました。

　電子ジャーナルの契約（60,788千円）や寄贈図書の受入（2,946千円）等により、73,895千円増加
しました。

図書

　負債　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，０６３，９４３　（△６２４，２９２）

当期総利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３１，９１９　（△１３４，２４４）

　講義棟及び電気２号棟の改修に伴う移転費の減少や文部科学省特別運営費交付金の教育プロジェ
クトの終了により、全体で94,562千円減少しました。

研究経費 ８３２，７９４　　（△１１３，４８１）

人件費 ３，５９９，５１１　　（△１５２，５４９）

投資有価証券 ４２４，１７６　　（＋３８３，４１７）

現金及び預金 １，００３，３６０　　（△５３６，４１４）

　社債の購入や施設整備費補助金の減少による未払金の減少等により、536,414千円減少しまし
た。

 文部科学省特別運営費交付金研究プロジェクトの終了等により、全体で113,481千円減少しました。

１，６２２，２１９　　（＋７３，８９５）

　平成28年度においては、例年のような施設整備補助金による大型改修による建物の取得はありま
せんでした。減価償却（△563,888千円）等により、全体で525,119千円減少しました。

工具器具備品 １，６８７，５７４　　（△４０６，０９３）

　先端研究等施設整備費補助金（Ｈ28補正予算第2号）による備品の取得（54,232千円）や長岡技
術科学大学・高等専門学校統合図書館システムのリース更新（58,617千円）等により、422,229千
円増加しましたが、減価償却（△818,230千円）等により、全体で406,093千円減少しました。

※（）内は前事業年度末との差額

貸借対照表の概要 損益計算書の概要
　
　平成28年度の費用は、講義棟及び電気２号棟の改修に伴う移転費の減少や文部科学省特別運営費交付
金による６つのプロジェクトの終了等の減少要因により、前年度と比較して、教育経費は94,562千円、研究経費
は113,481千円の減少となりました。また、人件費は、退職者の減少及び教員に係る採用計画の変更等によ
り、前年度と比較して、152,549千円の減少となりました。費用全体としては、前年度と比較して、337,273千円
の減少となりました。
　平成28年度の収益は、学内合同企業説明会参加料見直し等により雑収入は増加しましたが、特殊要因運
営費交付金（退職手当等）や施設整備費補助金の減少が大きかったため、前年度と比較して、527,471千円
の減少となりました。
　当期総利益は、131,919千円となり、同額が目的積立金相当額となります。前年度の目的積立金相当額と
比較して、17,265千円の増額となりました。

（単位：千円）

　
　平成28年度の資産は、先端研究等施設整備費補助金（Ｈ28補正予算第2号）による備品の取得やリー
ス資産の更新がありましたが、例年のような施設整備費補助金による大型改修による建物資産の増加がな
かったため、減価償却等の減少要因により、前年度と比較して、1,276,845千円の減少となりました。また、
425,861千円を社債の購入に充てることで資金運用を行いました。
　なお、下記の増減事由には、主なものを掲載しています。

※（）内は前事業年度末との差額

資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８，８５３，９５１　（△１，２７６，８４５）

建物 ８，４２５，２５２　　（△５２５，１１９）

　　純資産　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　１３，７９０，００８　（△６５２，５５４）

　資産見返負債や未払金の減少等により、624,292千円減少しました。

　損益外減価償却累計額や当期未処分利益の減少等により、652,554千円減額しました。
●政府出資金等（当期未処分利益を除く）…13,658,088千円
●当期未処分利益…131,919千円

　学内合同企業説明会参加料見直し等による雑収入の増加、人件費の減少及び経費節減に努めたこ
と等により目的積立金相当額は131,919千円となりました。なお、平成27年度目的積立金相当額
は,114,654千円でしたので、対前年度比17,265千円増加しました。

施設費収益 ５，８６５　　（△１０８，４２７）

　講義棟改修工事終了に伴う修繕費等の減少により、全体で108,427千円減少しました。

雑益 ２１２，８３０　　（＋３９，０２１）
　学内合同企業説明会参加料見直しによる増加（25,796千円）等により、全体で39,021千円増加しま
した。
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